
今後の検討の進め方（案） 

 

建設技能労働者の人材確保に係る検討の方向性を踏まえ、下記のとおり検討

を行う。 

 

１ 検討事項                          

（１）将来を担う中核的な建設技能労働者の確保方策 

○ 若年入職率の向上のための取組み 

・夢と希望が描ける将来像の提示 

（各専門工事業団体において、日建連 600 万円ビジョンと連続する、キ

ャリアパスの作成検討など） 

・広報戦略の充実 

（建設業全体、専門工事業、建設技能労働の理解増進など） 

・工業高校等教育機関との連携 

 

（２）中核的な建設技能労働者の育成・評価・活用方策 

○ 生産性向上のための取組み 

・技能承継、職業訓練の実施 

・建設産業の構造変化に対応した建設技能労働者の育成 

・キャリア形成のための育成カリキュラム、評価体系、処遇体系 

・職長等の建設技能労働者の工事実績評価、記録 

・基幹技能者の活用 

 

（３）労働環境の改善 

○ 中核的な建設技能労働者の処遇の改善 

 ・理想的な仕事（第一位：収入の安定など）に向けた処遇の取組み 

（直接雇用、月給制、賃金、労働時間、工事の平準化など） 

・労務費へのしわ寄せの抑止方策 

（ダンピング抑止、下請け保護施策、請負契約における労務費の流れ 

の透明化など） 

・公共事業労務費調査の適正化等 

 （調査標本の適正化、技能資格者調査の充実など） 

・雇用保険、健康保険、年金保険、建退共など、セーフティネットの加    

入促進 

 

（４）人材を大切にする下請企業の評価 

○ 建設技能労働者を雇用し、育成する下請企業を積極的に評価するための

取組み 

・下請企業の選定基準の現状 

・技能面の評価（直接雇用の基幹技能者数、一級技能士数等） 

・労働環境面の評価（直用率、月給制率、セーフティネット加入率など）  
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○建設投資の減尐、競争の激化等により、従来からの長期安定的取引関係（元請・協力会社間、下請企業・労働者間）が変化 
○市場構造の変化、企業行動の変化に対して、どのような、市場環境整備策を講じていくべきか 
  ・建設市場及び建設労働市場は、各市場参加者が市場メカニズムを通じて均衡を達成していくことが基本。 
  ・行政では、ナショナルミニマムの達成、公共の福祉の増進の観点等から、市場メカニズムが適正に機能するように必要最低限の関与。 
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・公共の福祉の増進のため、権利・義務
を与え、又は一定の行為を制限・規制
など、市場参加者の行動を規制 

法律による行為規制 

 
 

・工事の品質の確保、施工の適正化等
の公益性の観点から、市場参加者の行
動を適正な方向に誘導 
 

市場誘導 

 

・市場参加者自らが、個別企業の最適
解を求めるほか、業界全体の最適解を
目指した協調的な経済活動を実施 

業界団体等の自主的な取組み 

建設産業の健全な発展の視点 労働者の福祉の向上の視点 

【人材確保・育成】 
・モデル的な取組みの支援（教育機関との連携等） 
・優秀施工者や人材育成に功績のある企業等の表彰 
・基幹技能者講習の実施 
 
 
 
【下請代金の支払関係】 

・建設業法第２４条の３（下請代金の支払）、第２４条の５
（特定建設業者の下請代金の支払期日等）等 
【賃金支払関係】 

・建設業法第４１条（建設業を営む者及び建設業者団体
に対する指導、助言及び勧告）等  
【労基法等の遵守指導関係】 

・建設業法第２４条の６（下請負人に対する特定建設業
者の指導等） 等 
 

【雇用改善・能力開発関係】 
・建設雇用改善助成金 
・建設雇用改善推進月間の実施（啓発活動、表彰等） 
・技能検定の実施 
 
【雇用関係】 

・労働基準法第１３条～第２３条（労働契約）、建設労
働者の雇用の改善等に関する法律第７条（雇用に関
する文書の交付）等 
【労働条件関係】 

・労働基準法第２４条（賃金の支払）、第３２条（労働時
間）、最低賃金法第１０条（地域別最低賃金の決定）等 
【セーフティネット関係】 

・雇用保険法、労働者災害補償保険法、国民健康保
険法、中小企業退職金共済法 
【安全衛生関係】 
・安衛法第６１条（クレーン運転等の免許）等 
 

【人材の確保】 
・各業界、企業の広報（広報誌、見学会等） 
【教育訓練、技能承継】 
・ＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴ（教育訓練施設等の活用） 
【技能労働者の評価、処遇改善】 
・優秀な職長への手当支給 

 
【労働条件、労働環境の改善】 
・労働時間の短縮、労働環境の改善（土曜閉所等） 

【入札関係】 
・経営事項審査、総合評価方式入札における基幹技能者数、社会保険・退職金共済制度の加入状況等の評価 
・低入札価格調査、下請債権保全支援事業 
【元下関係】 
・建設工事標準請負契約約款 
・下請契約の適正化、労務費現金払い等に関する通達 

 建設技能労働者に関係する政策ツールについて 
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２ 検討スケジュール                       

 

検討会 開催日 検討内容 

第１回 ９月７日 
○建設技能労働者を取り巻く状況 

○検討課題及び検討スケジュール 

第２回 １１月２９日 

○元請企業、専門工事業団体からの意見聴取結果 

○検討の方向性 

○公共工事設計労務単価 

第３回 １月 ○将来を担う中核的な建設技能労働者の確保方策 

第４回 ３月 ○中核的な建設技能労働者の育成・評価・活用方策 

第５回 ５月 
○労働環境の改善 

○人材を大切にする下請企業の評価 

第６回 ７月目途 ○取りまとめ 
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